


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・サプライヤーの共有する 3．1 3．3 5．3 6．2
機密情報の度合＊
Eサプライヤーの共有する詳 4．5 4．3 4．3 5．9
細なコスト・テ㌧タの度合＊
・組立メーカーがサプライヤー 2．1 1．9 2．6 4．2
にコスト削減のために
アシストする度合＊





対してフェアーな関係とし 4．2 4．7 6．0 6．3
て信頼できる度合＊
・組立メーカーが変わる 4．2 3．6 1．6 t6
と、アンフェアーな扱いが予
想される度合＊

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































生・販 情報類・物類の目指した垂直 矢作敏行・小川 『生・販統合マーケティング・システム』
統合 的提携を強調 孔輔・吉田健二 白桃書房，1993年。
垂直的 「『取引』から『提携』へ」『RIRA




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年度 87年以前 88年 89年90年 91年92年 93年
導入台数 289 29 175 280 163 47 129





















・地域 韓国 メキシコ ブラジル 日本 米国内日 米国 ヨーロツ
変数 （3） （4） （4） （8） 本工場（3） σ0） パ（16）
経営指数 3t257．4 64．8 15．1 25．0 59．4 64．8
A工場実務支援 22．2 65．3 50．0 15．3 24．1 52．2 62．5
修理面積比率（％） 4．0 14．0 9．6 4．1 4．9 12．9 13．7
在庫保有水準（日当り） 2．5 4．1 3．3 0．2 1．6 2．9 2．1
B作業システム指数 47．8 66．0 72．37．4 28．7 63．2 72．9













































生産作業者 33．3 一 一 44．0 44．0 31．8 115．1
エンジニア 50．0 口 一 236．0 236．085．2 44．9



















年度 91 92 93 94 年度 91 92 93 94
参加率 70 94 86 90サークル数 一 2340 2218一
一人当り
?o件数
9 96 80 36 編成率 85 88 95 90
採択率（％） 27143831193192565731035907テーマ選定件数 287440324539 4760
実施率（％） 62 60 95 90 完了件数 2630378243034760
実施率（％） 75 80 100100 完了率（％） 92 94 95 100
効果金額
i億ウオン）












































































































































































































































































































































































































































売上高（A） 製造原価（B） 納入額（C） C／A CIB
現代自動車 103392 84106 5624854．4 66．9
起亜自動車 56885 37001 2681847」 72．5
大宇自動車 34705 27731 1462242．1 52．7


























部　　　　　　　分 企　業　数 納　品　額 企業当り平均納入額




















非系列・関係会社 398 96．4 3726455 66．3 9363




















非系列・関係会社 260 93．2 1882824 70．2 7242

















非系列・関係会社 176 95」 891320 61．0 5064

















































年度別 分類 企業数 納入額 1社当り納入額
















































































































































































































































































































































































































































専属型 準専属潟 分散型 独立型 全体 電子 工作機械
月単位（1993年） 9．5 41．7 33．3 25．0 27．1 55．4 62．3
（1988年） （44。4） （57．1） （71，4） （61．5＞ （55．9） （68．1） （65．8）
週単位（1993年） 14．3 16．7 0 31．3 17．1 23．0 18．8
（1988年） （5．6） （19．0） （0） （15．4） （11．9） （21．2） （13．1）
日単位（1993年） 42．9 25．O 55．6 31．3 35．7 20．217．1
（1988年） （50．0） （23．8） （28．6） （15．4） （30．5）（9．1） （21．1）
時間単位（1993年） 33．3 16．7 11．1 6．3 18．6 1．4 1．9
（1988年） （0） （0） （0） （0） （0） （1．5） （0）
その他（1993年） o 0 0 6．3 1．4 一 一























































年度／区分 企業数 新規取引 取引中止 2次メーカー化
1991 508 1 5 0
1992 496 17 27 2
1993 476 15 34 1
1994 457 10 25 4



























































































































































































































































年　　度 全　　　体 小　規　模 中　規　模 大　規　模
84年以前 0（0．0％） 0（0．0％） 0（0．0％） 0（0．0％）
85－86年 1（0．9％） 1（2．1％） 0（0．0％） 0（0．0％）
87－88年 5（4，5％） 0（0．O％） 3（7．3％） 2（8．7％）
89－90年 16（14．4％） 3（6．4％〉 4（9．8％） 9（39．1％）
91－92年 19（17．1％） 4（8．5％） 12（29．3％） 3（13。0％）
93－94年 49（44．1％） 26（55．3％） 16（39．0％） 7（30．4％）
95年以降 21（18．9％） 13（27．7％） 6（14．6％） 2（8．7％）
小計 111（100％） 47（100％） 41（100％） 23（100％）
無回答 2 1 1 0


























主要取引先A 主要取引先B 最初接続先 一致企業数 一致比率
現代 67 54 51 48 94．1％
起亜 29 28 30 26 86．7％
大宇 16 15 18 14 77．8％
双龍 10 8 8 6 75．0％
アジア 14 7 5 4 80．0％
現代精工 0 0 0 0 一
大宇造船 3 0 0 0 一
その他 3 Q 0 0 ■
小計 142 112 112 98 85．5％
無応答 3 1 1 0 一










































































全体（％） 小規模 中規模 大規模
受・発注 107（94．7％） 46（95．8％） 40（95．2％） 21（91．3％）
納入指示・




技術・設計 6（5．3％） 2（4．2％） 2（4．8％） 2（8．7％）
小計 313 126 118 69
回答企業数 113（100％） 48（100％）42（100％）23（100％）

























































































3．4495 3．5417 3．2895 3．5217
情報伝達の正




3．0550 2．8750 3．1053 3．3478
資材及び製品





















































































































































































































































































































































区分 韓国 日本 米国
流通販売システム メーカーの直営体ｧ 一アィーラー・システ?ｪ中心 すべてがディーラ[・Vステム販売方式 訪問販売 訪問および店舗
ﾌ売
店舗販売


























その他の収益源 なし 中古車販売，AIS 中古車販売，AIS
広告費用 メーカーの負担 メーカーと分担 メーカーと分担













































































































































メーカー 流通販売組織 販売拠点数 営業社員数







286 299 268 5110 50814755









431 408 3276182 5822 5424
禽（）はGalloperの
齧蜚ﾌ売店 （41） （32） （32） 632 729 348
直営営業所 国内全地域 510 452 325643560964602





湖南地域の一部 11 7 一 162 56 ●
一　　　　　　　　　　一Aイーフ｝ 国内全地域 45 522 415 276 14521144
大田自販 大田地域 0 13 12 0 103 230
直営
c業所




















100 103 37 844 693 210
ディーラー 全車種（トラック，バXは除く） 103 88 冒 377 372 ■
三星




S地域 113 137 107 114113271281























































































































































































































































年度 1989199019911992199319941995 1996 1997
販売台数 141424361799182119793867 6921103158136

























































































































































































































































































現代 72．0 トヨタ 70．0
企亜 76．7 日産 70．0
大宇 64．7 ホンダ 73．0




























































































































区　　　　　分 韓国 日本 日韓の差異の有義性@　T値（P値）
・サプライヤーへの技術開発の支援 2．9 3．6 3，32（0．001）
・相互間の消耗的競争の止揚 2．7 2．9 1．31（0．193）












・共同モデル及び技術開発 2．2 3．O 3．65（0．000）
・エンジニアの共同活用 3．0 3．5 2．23（0．027）
・企業間の信用供与 3．4 3．9 2．63（0．009）


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































全　体 小規模 中規模 大規模区　　分 日本 韓国 日本 韓国 日本 韓国 日本 韓国
業務の合理化・
梶[ドタイムの短縮 4．0 3．5 4．0 3．4 3．9 3．4 4．2 3．8
情報伝達の
ｳ確さの向上 4．0 3．3 4．0 3．3 3．9 3．1 4．1 3．8
生産計画の作成・
ｲ整の容易 3．2 3．1 3．2 2．9 3．1 3．2 3．1 3．8
資材および
ｻ品の在庫減少 2．4 2．7 2．4 2．7 2．4 2．9 2．5 2．7
取引先との
ﾖ係の緊密化 2．9 3．0 2．92．9 2．8 3．5 2．9 2．9
全体的な競争力向上 2．8 3．1 2．8 3．0 2．8 3．4 2．8 3．0
注：5段階評価（1：非常に低い，5：非常に高い）
出所　日本のデータは岡室（1994），86ページ。韓国のデータは李　基東（tg97－a），
　　229ペーシ。
②囲い込み戦略から協調的戦略への移行
　第2章では，囲い込み戦略は情報ネットワークを主宰した企業のシス
テムが，それに参加した企業の情報システムの硬直化を促進させ，他の
企業との接続から得られる学習効果を阻害してしまうという問題点を指
摘した。この観点から見ると，日本の場合は，囲い込み戦略を長期間に
わたり駆使してきた結果，　80年代に系列別に形成した情報ネットワー
クが，系列色をより強化する役割をはたしたといえる。
　しかし，90年代に入ると，経済のグローバル化・経済低迷・規制緩和
などの経営環境の変化により80年代までに強化されてきた系列を特色
とする企業間関係にも新たな変化が生じている。これがV－CALS・エク
ストラネットなどの企業間の協調型ネットワーク戦略であり・90年代半
ばから自動車メーカーを中心に政府が後押しする形で展開されている。
　一方，韓国の場合は日本より約5－10年ほど遅れて企業間情報ネット
ワークを構築している。しかし，そのため日本が人的・金融的連携を特
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第6章情報化の進展による日韓の自動車産業における企業間関係の変化
徴とする「硬い連結」を，VANを利用て強化していこうとするのとは異
なっているのである。そこでは情報システムをツールとして韓国は取引
遂行中心の緩やかな企業間関係をさらに発展させることを目的としたト
ータル・バランスの戦略がなされている。もう少し詳しく述べると，韓
国でも取引遂行型の企業間関係を，情報・通信などの科学的進歩の利用に
より，強化する段階に入っているといえるが，日本のV－CALSに対比さ
れるAUTOPIAの構築を見るとわかるように，それは囲い込み戦略の深
化と，協調型戦略へ移行とを同時に進行させているものとして理解でき
る。
2》今後の展望
　以上では，日韓の自動車産業を例に情報化の進展による企業間関係の
変化について比較した。ここではその締めくくりとして，今後両国の自
動車産業を取り巻く経営環境の変化により，次のような問題の展開に言
及したい。
　まず第1に挙げられるのは，日韓ともにグローバルな競争が激しさを
増している経営環境の変化から，企業間ネットワークも既存の系列やグ
ループを中心とするものから，よりオープンなものが重視される傾向と
なっている点である。例えば，日本のトヨタ，日産などのメーカーは世
界最適調達を目指して既存の企業間を自ら崩壊し，新たな協力相手を探
索している。この傾向は韓国においても徐々にあらわれており，現代・
起亜・大宇が近年同様の動きを見せている。
　第2に指摘したいのは，そのような両国のメーカーによる戦略変化に
より，サプライヤーの競争パターンにも新たな動きが見られる。すなわ
ち，既存の安定的な成長を基盤に形成されたメーカー・サプライヤー間
の関係，サプライヤー間の関係は，コア・コンピタンス戦略を軸にモジュ
ール化，システム化がさらに強化されると予想される。
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第6章情報化の進展による日韓の自動車産業における企業間関係の変化
　最後に，近年，日本が陥った長期の景気低迷や韓国でのIMF体制によ
る経営環境の変化は，以上の第1および第2の変化をより加速すると考
えられる。日韓ともに企業倒産が相次いぐなか，外国企業をも対象に含
めたメーカー間，メーカー・サプライヤー間，サプライヤー相互間のよ
り強い提携もしばしば報告されている。
214
結　本研究は経済のグU　・一バル化が進展するなかで，一段と激しさを増し
ている企業間の競争に注目することにより，とりわけ競争力の強化の手
段として多くの企業によって取り上げられている企業間情報ネットワー
クの役割とその効果を研究対象とした。そして，本研究では企業間関係
ならびに情報化の二つの軸を中心に分析を行ったが，具体的には自動車
産業におけるサプライヤー・システムと情報化との関係，流通販売シス
テムと情報化との関係一という二つの領域を対象として，近年の経過及
び最新の動向を検討した。なおその際，具体的には日本および韓国の双
方における状況を可能な限り詳細に解明することにより，両国の比較を
通じて今後の方向性および問題点を明らかにすることを目的とした。
　これらの目的を達成するため，本論文は6章をもって構成されること
となったが，各章別の内容の概略は次のようである。
　第1章においては，企業間関係と情報化の進展との関係を理論的に整
理し，本研究の理論的な基礎を構築する作業を行った。まず，企業間関
係については，類型，形成要因，影響要因，取引様式の諸形態を取り上
げた。企業間関係の類型は官僚制（内部組織）に近い形態から完全競争市
場に近い形態までの間に分布する形で存在することが明かとなった。そ
して企業間関係を形成する要因には，情報タイプ，資源タイプ，情報と
資源のオーバーラップタイプに分類される「連結タイプ」と，個人的レ
ベル，代表的レベル，制度的レベルに区分される「連結レベル」とがあ
り，これらの要因に影響を及ぼすものとして取引的特性要因・関係的特
性要因，社会・文化的特性要因があった。
　情報化の概念にっいては，多くの研究によって提起された様々な概念
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結のうち，情報機器・通信機器などの科学技術の進歩とその拡散のみを示
す狭義の概念に限定した。情報・通信技術の機能には，プログラム機能
とメディア機能があり，これらの機能により，電子的伝達効果・電子的
仲介効果・電子的統合効果がもたらされる。その結果，企業間関係を完
全競争市場に近い形にシフトさせる影響力を有していることが明らかと
なった。また，情報化の進展は経営活動領域を企業内から企業間へと拡
張させるが，そのプロセスは①局地的活用，②内部的統合段階，③事業
過程再設計段階，④事業ネットワ・一一・・クの再設計段階，⑤事業領域の再定
義段階という5段階よりなることを考察した。この拡張プロセスを事業
変更の程度と潜在的利益の範囲から見ると，①から⑤に向けて進展する
傾向が示されている。最後に，情報・通信技術の発展による戦略的変化
について検討した。情報・通信技術の発展が企業間情報ネットワークを
主催する企業の戦略に変化を生じさせ，「囲い込み型戦略（groove－in
strategy）」から「協調型戦略（collaborative　strategy）」へと移行させるこ
とを明かにした。
　第2章では1980年代後半以降の日本の自動車産業におけるサプライ
ヤー・システムに生じた変化を検討した。そこでは情報化の進展にとも
ない，メーカー・サプライヤー間の関係がメーカー側の情報化戦略の変
化，すなわち「囲い込み戦略」から「協調型戦略」へと徐々に移行する
ことによって，より緩やかな企業間関係が生まれている状況を論述した。
同産業ではVANなどを戦略的に駆使する「囲い込み戦略」の駆使段階か
ら，V－CALS（Vehicte－Commerce　At　Light　Speed），エクストラネットなど
を戦略的に利用する協調型戦略の段階へと移行している。言いかえれば，
80年代後半まで，グループ別または系列別に強化されてきた囲い込み戦
略が，経済のグローバル化・規制緩和・経済成長の停滞などの経営環境
の変化への対応として情報システムの新たな変革が問われるなかで・情
報ネットワークを積極的に活用した「協調的戦略」へと移行してきたこ
216
?とを意味する。そのための要件として，事業への参入と退出ならびに，
すべての異なる企業が構築してきた独自のあらゆる情報システムへのア
クセスを容易にさせるシステムづくりが注目された。また，情報ネット
ワークの利用要件として，「交流段階」において企業問の信頼関係形成の
困難を克服した上で，「開発段階」および「事業化段階」において各段階
別の情報技術・通信技術の有効な活用が求められることも看過できない
であろう。具体的に日本の自動車産業では，部品の「世界最適調達」を進
めるトヨタ自動車の専用施設である「サプライヤー・センター」の設置，
日産と取引先企業との間でのインターネットを利用した情報システムで
あるエクストラネットの構築，自動車各社におけるサプライヤー・整備
業者・情報システムメーカーなどと共同にネットワーク上で開発データ
などの交換を目指すV－CALSの開発など，囲い込み型組織間情報ネット
ワークから協調型組織間情報ネットワークへの移行を促す情報化の一層
の進展が見られつつあることを確認した。
　第3章では生産・販売ネットワークに関する既存の概念として「生・
販統合」・「製販同盟」・「製販統合」の三つの概念を取り上げた。それらを
考察することによって，より包括的かつ体系的な概念の必要性を認識す
ることができた。この概念は①生産活動領域においてメー一・・カー・サプラ
イヤー間の製造活動に必要な様々な取引関係以外に研究開発（R＆D）ま
でをも含むこと，②製販同盟の現状に見られるように，より対称的な関
係への新しい進行を包摂しうること，さらに③生産活動領域と販売活動
領域を全体的に視野に入れた情報・意思決定の統合を評価しうること一
などを意図している。そして，この概念に対する最近の具体的な事例と
して注目を浴びているSCM（supply　chain　management）の必要性につい
ても論述することができた。なお，この新しい規定概念を基準に日本の
自動車産業を見ると，トヨタなどの「世界最適調達」（global　optimum
purchasing）に見られるように，情報・通信技術を利用したグローバルな
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結展開が進行してはいるものの，メーカーとディーラーとの間の関係にお
いては未だにメーカー主導による排他的な企業間関係が維持されている
ことが明らかとなった。
　第4章は，韓国自動車産業において1980年代後半以降，とくに90年
代に入って急速に進展している企業間情報ネットワークの構築がサプラ
イヤー・システムにいかなる影響を及ぼしているかを考察するものであ
った。韓国自動車産業では，90年代初頭，メーカーにおける情報システ
ムの整備を契機として，メーカーとその1次サプライヤーとの間の情報
ネットワー一・・iクの構築が進んだ。こうした情報ネットワークの戦略的利用
がJIT納入にいかなる形で組み込まれているかの検討を通して，　ALC，
LAN，　VAN等の構築がシステム全体を統合する効果を持ち，その結果，
部品在庫の削減などの面において短期のうちに相当大きな効果を上げて
きたことが確認された。しかし一方，情報ネットワークを利用したメー
カーとサプライヤーとの間の関係がとりわけ「取引依存的」な水準にと
どまっており，特にメーカ・一一・・によるVAN形式の「囲い込み型」戦略
（groove－in　strategy）の結果として生じていることもまた明らかにされた。
　第5章では韓国自動車産業において，1980年代まではメーカー主導の
直営システムが維持されてきたのに対し，90年代以降，現代・起亜・大
宇自動車を中心に急速にディーラー一…　システムへと移行していることを
考察した。さらに，メーカー・ディーラー間に構築されている情報ネッ
トワークは，顧客の入金の迅速な確認および処理，作業員によるデータ
入力の手作業などから生じたミス・修正作業の減少，割賦カードの作成
減少，毎日の会計処理の減少などの効果をもたらすことにより，販売シ
ステムの業務の効率を向上させる効果を果たしている事実を確認した。
これを韓国自動車産業が短期間に急激な成長を成し遂げる際に，メーカ
ー側の経営陣が短期間に効果を発揮することのできる戦略として外国か
らの新技術の導入を選好したことと同じ脈絡で見るならば，不安定なデ
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?イーラー・システムを情報システムによって安定させようとする狙いに
もとつくものとして理解できる。しかし一方で，同産業では日本で見ら
れるOES（order　entry　system）が未だに構築されておらず，ディーラ・一一一・の
経営・資本の脆弱性，多品種・多仕様生産に対応できるフレキシブルな
生産システムの不在，メーカーとディーラーにおける需要予測の精緻度
の低さ一などをいかに解決するかが今後の課題として残されていること
が明らかになった。
　最終章である第6章では，本研究全体の集約として日韓両国の自動車
産業における企業間関係ならびに情報化の進展について分析・比較し，
両国の自動車産業における問題点と今後の課題を検討した。
　以上の研究結果が示唆すると考えられる主要な事実としては以下のよ
うなものがある。
　第1に，企業間関係の形成要因については，日本が資本や人的結合に
より，比較的に堅い連結の形を示しているのに対し，韓国では取引を中
心とする取引遂行型の緩やかな連結の形をとっている。すなわち，「市場
の見えざる手」による競争関係の極からヒエラルキーの「見える手」に
よる権限関係に至るまでの連続体のうち，日本の自動車産業に見られる
企業間関係が韓国のそれよりも，官僚制に近い形態を有していることを
意味する。
　第2に，企業間関係の形成要因を連結レベルおよび連結タイプを基準
に比較する場合，自動車産業における代表的情報交換・代表的資源交換・
制度的資源交換・制度的情報交換の次元では，日本の方が全般的に高い
度合いを見せている。
　第3に，企業間関係を決定する要因のうち，本研究の視点にとって重
要なものの一つである取引特性要因から見ると，生産活動領域および販
売活動領域において中核企業内の分業体制を行う際，代替的存在の有無
が企業間関係の形成に大きな影響を及ぼしていることである。このこと
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結は資本蓄積の問題とかかわり，日本のサプライヤー一一一・システムとディー
ラー・システムの形成が比較的に早期に形成されたのに対し，韓国のデ
ィーラー・システムは日本のそれより60年を経過した時点で形成され
ている点が注目に値する。
　第4に，企業間関係の決定要因のもう一つである関係特性要因から見
ると，日韓のメーカー・サプライヤー間，日本のメーカー・ディーラー
間においては長期継続的取引の慣行が定着しているのに対し，韓国のメ
ーカー・ディーラー間の関係は1　920－30年代に日本に存在したGMおよ
びフォードとディーラーとの関係，現在米国に支配的であるアームズレ
ングス（armIs　length）的な関係が維持されている。また，相互作用に関し
てはあらゆる分野において全般的に日本の方がメーカー・サプライヤー
間，メーカー・ディーラー問において協力の度合いが高い様相を見せて
いる。
　第5に，情報・通信技術による企業間情報ネットワークへの発展にっ
いては，「局地的活用」の段階から「事業領域の再定義」までの5段階
を想定したが，日本が「事業ネットワークの再設計」の段階を過ぎて「事
業領域の再定義」の段階に入っているのに対し，韓国では「事業ネット
ワークの再設計」の深化段階に入っている。
　第6に，情報化の進展が企業間関係に及ぼした影響に関しては，両国
ともに業務の効率化，在庫削減，人員削減などの面においては効果があ
ると考えられる。しかし，企業間関係のシステム的な完成度の差異によ
り，異なる効果が生じる。すなわち，日本の自動車産業では90年代に
見られる優れた情報・通信技術の影響を受ける以前の時点で，既にJIT
やカンバン方式などの経営システム全般が構築され，情報技術・通信技
術を利用する段階では，固定された既存の経営システムを一段と精緻に
築き上げることに対しては貢献が見られるものの，全体的な効率性の面
ではその効果が減殺される点が注目される。これに対し，日本が情報シ
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結ステムを周辺的な要素として戦略的に利用している状況とは異なり，韓
国では情報・通信技術を中心としたトータル・システムの整備により，
短期間の成長を成し遂げた点では，システムの形成基盤における中心的
な要素を異にした戦略的な展開の違いが見られる。
　第7に，情報化の進展による戦略的変化の態様を見ると，日韓ともに
囲い込み型戦略から協調型戦略への移行が見られる。しかし，日本が
1980年代における囲い込み型戦略の徹底化過程をへてから，90年代の
協調型戦略へと移行しているのに対し，韓国では囲い込み型戦略の深化
と，協調型戦略への移行とが同時に並行している状況が見られる。
　今後の企業間関係は，情報・通信技術の一層の発展にともない，従来
より一段と柔軟で複雑な展開を示すことになるものと予想される。特に，
経済のグローバル化の進展は，個別企業あるいは個別の企業グループの
有する独自的競争力源泉を核とする経営戦略の展開を介して企業間関係
の再編成を加速させ，さらに激しい企業間の競争を促進する重要な要因
となるであろう。そのなかにあって，これまで各国別の特殊な状況のう
ちに形成され，維持されてきた企業間ネットワークの形成様式は将来，
グロ・一一・・バルな次元での競争力を最も強く有するものへと収敷することに
なるものと考えられる。
　なお最後に，本論文の有する限界として，以下のような点を指摘しな
ければならない。
　第1は，本論文において企業間関係の様式を決定する要因として，理
論的には取引特性要因・関係特性要因・社会・文化的特性要因の三者を
指摘したが，今後，経済のグローバル化の進展にともない，国境を越え
た企業間関係の展開が予想されるなかでの状況を考慮した結果，実態分
析においては考察の対象を取引特性要因と関係特性要因のみに限定した
ことである。
　第2は，本論文の研究対象は企業間関係であるため，企業間関係の形
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?成要因のうち個人的情報交換と個人的資源交換レベルに関しては，研究
対象から除外したことである。
　第3は，本論文において情報・通信技術の進歩がもたらす企業間関係
の変化の性格や方向性については検討したものの，企業間関係を取り巻
く環境的変化要因と企業間ネットワークとの間の関係についての体系的
な分析はなお不充分のままに残されていることである。
　これらについての検討と，それをも含めたより総合的な分析の展開に
ついては今後の課題としたい。
222
参考文献
参考文献
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【英語文献】
Alderson，　W．（1957》，　Marketing　Behavior　and　Executive　Action，　Richard
　　　D．lrwin．（石原武政他訳『マーケティング行動と経営者行為』千倉書房，1984年。）
Aldrich，　H．　E．　and　D．　A．　Whetten《1981），“Organization－Sets，　Action－Sets，　and
　　Networks：Making　the　Most　of　Simplicity”，in　Handbook　of　Organizationa’Design，
　　Vol．1　edited　by　Nystrom，　P．C．　and　W。H．　Starbuck，　Oxford　University　Press，
Allen，　T．　J．　and　M．　S．　Scott　Morton（1994｝，　Infbrmation　Techno’ogy　and　the
　　　Cotporation　of　the　f990s，　Oxford　University　Press。（富士総合研究所訳『アメ
　　　リカ再生の「情報革命」マネジメント』白桃書房，1995年。）
Anderson，　J．　C．　and　H．　Hakansson　and　J．　Johanson（1994》，‘‘Dyadic　Business
　　Relationships　within　a　Business　NetWork　ConteXt”，Jouma’of　Marketing，
　　Vol．58，0ctober，　PP．1－15．
Anderson，　J．C．　and　J．　A．　Narus　｛1990｝，“A　Model　of　Distributor　Fjrm　and
　　　Manufacturer　Firm　Working　Partnerships”，Jouma’of　Ma　rketing，　Vol．54，　Janu明1，
　　　pp．42－58．
Asanuma，　B．（1989），“Manufacturer－Supplier　Relationships　in　Japan　and　the　Concept
　　of　Relation－Specific　Skill”，Jouma’of　the　Japanese　and’ntemationa’Economies，
　　Vol．3No．1，PP，1－30．
Bensaou，　M．　and　M．　Earl　（1999》，“The　Right　for　Managing　lnformation　Technology”，
　　Harvaπゴ　Business　Revievv，　September－October，　pp．119－128．
Balsmeier，　P．　W．　and　W．　J．　Voisin（1996》，“Supply　Chain　Management：A　Time－
　　Based　Strategy”，’ndustria’Management，　September10ctober，　pp．23－30．
Burt，　D．　N．　and　M，　F．　Doyle（1993），　The　American　Keiretsu’　a　Strategic　Weaρon
　　f（）r　G’oba’　Competitiveness，　Book　Press，
Bushnefl，　P．　T．（1994），rransfbrmation　of　the　Americanルfanufacturing　Paradigm，
　　Garland　Publishing，　lnc．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　223
参考文献
Center　for　lnformation　of　Industry（1993》，　C〃－EDI　Sen1’ce　Operating　Guideline，
　　September．
Charles，　S．　and　A．　Plummer，　and　R．　Kraut　（1995｝，“The　Impact　of　Electronic
　　Commerce　on　Buyer－Sel，er　Relationships”，　Jouma’of　Comρuter－medi，∂ted
　　Communication，　Vol．1　N　o．3，　pp．56－88．
Clark，　K．　B．　and’「Fujimoto　（1991｝，　Product　Deve／opment　Pe施ノmance，　Harvard
　　Business　School　Press．（田村明比古訳『製品開発力』ダイヤモンド社，1993
　　年。）
Coase，　R．　H．（1988），　The　Firm　and　the　Ma欣ef，　and　the　Lavv，　The　University　of
　　Chicago　Press．
Corbe廿，　C．　J．　and　J．　D．　Blackburn　and　L　N．　Van　Wassenhove（1999｝，“Case　Study
　　Partnership　to　lmprove　SupPly　Chains”，　S’oan　Management　Review，　Winter，
　　　pp．71－82．
Cusumano，　M．A．　and　A．　Takeishi（1991》，“Supplier　Relations　and　Management：A
　　Survey　of　Japanese，　Japanese－Transplant，　and　U、　S．　Auto　Plants”Strategic
　　Management　Jouma’，Vo1．12，　pp．563－588．
Drucker，　P．　F．（1993｝，　Post－Cap’ta〃st　Society，　Harper　Business。（上田惇生・佐々木
　　　実智男・田代正美訳『ポスト資本主義社会：21世紀の組織と人間はどう変わるか』
　　　ダイヤモンド社，1993年。）
Dyer，　J．　H．《1996），“How　Chrysler　Created　an　American　Keiretsu”，Harvaπゴ　Business
　　Review，　July－August，　pp．42－56．
　　　　　　　　　（1996），“Specialized　Supplier　NetWorks　as　Source　of　Competitive
　　Advantage：Evidence　from　the　Auto　lndustry”，Strateg’c　Management　Joumal，
　　Vol．17，　pp．271－291．
　　　　　　　　　（1996》，“How　Chrysler　Created　an　American　Keiretsu”，　Harvard
　　Business　Review，July－August，　pp．42－56．
　　　　　　　　　and　D．　Cho　and　W．　Chu《1998》，“Strategic　Supplier　Segmentation：
　　the　Next　‘Best　Practice’in　Supplier　Management”Califbmia　Management
　　Review，　Vol．40　No．2，　Winter，　pp，57－77．
Ebers，　M．《1997），　The　Formation　of　’nter－Organizationa’　〈letWorl（s，　Oxford
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　224
参考文献
　　University　Press．
Eisenberg，　E．　M．　et　al．（1985），“Communication　Linking　in　jnter－organizational
　　　System：Review　and　Synthesis，　in　B，Dervin　and　M．J．Voigt（eds．）”，Pノて）gress　in
　　Commun’cation　Science，　Vol．6，　Ablex　Publishing　Corporation．
Frazier，GL｛1988），“Just－ln－Time　Exchange　Relationships　in　Industrial　Markets”，
　　Joumal　of　Marketing，　Vol．52，　PP．52－67．
Ganesan，S．（1994｝，“Determinants　of　Long－Term　Orientation　in　Buyer・Seller
　　Relationships”　，　Joumal　of　Marketing，　Vol．58，　pp．1－19．
Goldman，　S．L．　and　R．　N．　Nagel　and　K．　Preiss　｛1995），　Agile　Competition　and　Virtual
　　Organizations　Strategiθs　for　Enriching　the　Customer，）nternational　Thomson
　　Publishing．（野中郁次郎訳『アジルコンピティション』日本経済新聞社，1996
　　年。）
Gomes－Casseres，　B．｛1996》，　The　A〃’ance　Revolution，　Harvard　University　Press．
Grandori，　A．（1　987），　Perspectives　on　Olyanization　Theory，　Ballinger　Publishing
　　Company．
　　　　　　　　　　（1997），“An　Organizational　Assessment　of　lnterftrm　Coordination
　　Modes”，　Oi7anization　Studies，18／6，　pp．897－925．
Huge，　E．　C，　and　A．　D．　Anderson（1988），　The　Spint　of　Manufacturing　Exce〃ence，
　　R．D．　Anderson　lnc．（小林薫訳『かくして日米製造業は再逆転した』日刊工業
　　新聞社，1995年。）
Hamel，　G＆C，　K．　Prahalad｛1994》，　Comρeting　f（）r　the　Future　，　Harvard　Business
　　School　Press．（一条和生訳『コア・コンピタンス経営』日本経済新聞社，1995
　　年。）
Haugland，　S．　A．（1990），“The　Governance　of　lnternational　Buyer－Seller
　　Re（ationships”，　Marketing　Theorγ　and　Aρρlications，　AMA　Winter　Educators’
　　Conference，　pp．205－211．
Hitt，　M．　A．　and　M，T．　Dacin　and　B．　B．丁yler　and　D．　Park（1997），　“Understanding　the
　　Differences　in　Korean　and　U．S．Executives’　Strategic　Orientations”，Strateg’c
　　ルfanagement　Jouma’，　Vol．18：2，　PP．159－167．
KAMA（korea　Automobile　Manufacturers　Association）（1998），　Korean　Automobile
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　225
参考文献
　　’ndustり1．
Kasarda，　J．　D．　and　D．　A．　Rondjnelli（1998》，“1nnovative　lnfrastructure　for　Agile
　　Manufacture”，Sloan　Management　Review，　Winter，　pp．73－82．
Kumar，　K．　and　Van　Dissel，　H．　G《1996），“Sustainable　Collaboration：Managing
　　Conflict　and　Cooperation　in　lnterorganizational　System”，　M’S　Quarteriy，
　　September，　pp，36－52．
Langfied－Smith，　K．（1998），“Cooperative　Buyer－Supplier　Relationships”，　Joumal　of
　　　Management　Stud’θs，Vol．35　No．3，　May，　pp．331・353．
Martinich，　J．　S．｛1997），　Prt）duction　and　Oρerations　Management：　an　App〃ed
　　Modem　ApProach，　Vσn　Hoffmann　Press．
Mukhaopadhyay，　T　and　S．　Kekre　and　S．　Kalathur　（1995），“Business　Value　of
　　　Information　Technology：AStudy　of　Electronic　Data　lnterchange”，　M’S　Quarteriy，
　　June，　pp．137－154．
Nishiguchi，層「（1　994），　Strategic　lndustria’　Soureing，Oxford　University　Press．
　　　　　　　　　　　and　J．　Brookfield｛1997），　‘‘The　Evolution　of　Japanese
　　　Subcontracting”，S’oan　Management　Review，　Fail，　pp．89－101．
Nonaka，　L　and　H．　Takeuchi〔1995》，　The　κnovvledge－Creating　Company’
　　How　Japanese　Companies　Create　the　Dynamics　of　lnnovation，　Oxford
　　University　Press．（梅本勝博訳『知識創造企業』東洋経済新報社，1996年。）
Pagano，　U．＆R．　RoWthorn　（1996｝，　Democracy　in　the　Economic　Ente4）rise－
　　Rout／e（i7e　　Studies　　in　　Business　　Organization　　∂nd　　NetWorks，1nternational
　Thomson　Publishing　Company．
Park，　S．（1996），“Managing　an　lnterorganizational　Network：AFramework　of
　　　the　lnstjtutionaj　Mechanism　for　Network　Control”，　Organizat’on　Studies，1715，
　　　pp．795－824．
Porter，　M，　E．　and　V．　E．　Millar（1985），“How　lnformation　Gives　Ybu　Competitive
　　Advantage”　，　Han！ard　Bus’ness　Revievv，　July－August，　pp．149－160．
Roos，　D．　and　J．　P，　Womack　and　D．　Jones　（1990），　The　Machine　that　Changed　the
　　Worid，　Macmillan　Publishing　Company．（沢田博訳『リーン生産方式が世界の自
　　動車産業をこう変える』経済界，1990年。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　226
参考文献
Rudie，　H．　K．　and　H．　N．　W“liam（1990），“Bases　of　lnterorganization　Co－operation：
　Propensity，　Power，　Persistence”，Jouma’ofルfanagement　Studies，　Vol．27　No．4，
　July，　pp．417－434．
Shimokawa，　K．｛1994），　The　Japanθse　Automob〃θ’ndustry，　The　Athlone　Press．
Venkatraman，　N．｛1994），“IT－Enabled　Business　Transformation：From　Automation
　to　Business　Scope　Redefinition”，　Sloan　Management　Review，　Winter，　pp．73－87．
Williamson，0．　E．（1975》，　Markets　and　Hierarchies，　Free　Press，（浅沼萬里・岩崎晃
　訳『市場と企業組織』日本評論社，1980年。）
　　　　　　　（1979），　“The　Transaction　Cost　Economics－The　Governance　of
　Contractual　Relatjons”，　The　JoumaJ　of　Lavv　and　Economics，　October　22，
　pp．233－261．
　　　　　　　（1986》，Economic　organization　：　firms，　mari（ets，　and　poiicy　contro’，
　Wheasheaf　Books．　（井上　薫・中田善啓訳『エコノミック・オーガナイゼーシ
　ョン』晃洋書房，1989年。）
　　　　　　　（1995》，　Organization　Theo弓！，　Oxford　Universjty　Press．
Upton，　D．　M．　and　A．　McAfee｛1996），“The　Real　Virtual　Factory”，　Haハ！aκd　Business
　　Rev’ew，　JuIy－August，　pp．123－133．
　　　　　　　　【韓国語文献】（日本語に訳して記す）
高麗大学校企業経営研究院編『経営学的な観点から見た現代自動車の歴史：過去史
　　　の評価と展望』1997年。
桂道原「乗用車の流通経路におけるディーラーの協力，葛藤，成果の間の関係に
　　　関する研究」『流通研究』1996年，109。127ページ。
金　基燦・藤本隆宏「大企業中小企業間の協力関係とシステム競争効果一自動車産
　　　業を中心に一」『韓国中小企業学会誌』第17巻第2号，1995年12月，193－221
　　　ページ。
　　　　『企業間情報ネットワークを通じたシステム競争カー情報化時代においての
　　　企業間関係を中心に』1998年3月。
任　千錫「日本自動車産業の競争力強化と下請分業生産の役割」『政策研究』対外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　227
参考文献
　　　経済政策研究院，1993年，93－11ページ。
洪　張杓『韓国における下請系列化に関する研究』ソウル大学校大学院博士学位請
　　　求論文，1994年。
起亜自動車編『起亜自動車50年史』1994年。
起亜経済研究所編『自動車産業研究』各年号。
金　完杓『1980年代韓国自動車産業の発展様式の変化に関する研究』韓国釜山大学
　　　校大学院博士学位請求論文，1993年。
　　　　「韓日の自動車産業における部品供給体制比較一成長期の垂直的分業構造の
　　　形成と資源配分の特徴を中心に」　『経済学論集』第4巻第1号，1995年，55－
　　　92ページ。
朴　健雄『わが国の自動車における流通構造の改善方案に関する研究』西江大学校
　　　大学院修士学位請求論文，1991年。
産業研究院編『韓国自動車産業における技術開発と生産方式』1994年2月。
　　　　　　『中小企業の取引慣行に関する実態調査』tg96年7月。
　　　　　　『自動車産業における部品調達体制の現況と改善方向』1998年9月。
李基東「企業間情報ネットワークの展開と下請取引関係：韓国自動車産業を中心に」
　　　『産業組織研究』第5集，1997年（a），219－251ページ。
　　　　「企業間情報ネットワークの利用とその効率性：韓日自動車部品産業の比
　　　較」『中小企業研究』第19巻第2号，1997年12月（b），89－109ページ。
Chun　Young・Da1「競争力の向上のための韓国自動車産業における最適流通構造に
　　　関する小稿」『流通研究』第2巻第1号，1997年，59－85ページ。
鄭　承國『柔軟的生産を目指す技術と組織の変化一現代自動車に関する事例研究』
　　　成均館大学校大学院博士学位請求論文，1994年。
趙亨済『韓国自動車産業の戦略的な選択一「生産方式の革命」に対する韓国の対
　　　応』白山書堂，1993年。
Choi　Jung・Pyo『先進化のための財閥の選択一所有・経営の分離』図書出版Gowon，
　　　1996年。
韓国開発研究院編『わが国の自動車産業における当面課題と産業組織政策』1994年，
　　　12月。
韓国中小企業庁・中小企業協同組合中央会編『中小企業実態報告書』1997年。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　228
参考文献
Han　Sang・Do『韓国自動車の協力企業の供給関係における情報システムの活用およ
　　　びJIT供給に関する研究』京機大学校大学院博士学位請求論文，1995年。
現代自動車編『自動車産業』各年号。
　　　　　　『現代自動車20年史』1992年。
　　　　　　『現代自動車30年史』1997年。
玄　永錫『韓国自動車産業における新製品開発の国際比較』産業研究院，1995年12
　　　月。
洪　長杓「韓国の下請系列下における構造的特質に関する研究」『韓国中小企業学会
　　　誌』第17巻第1号，1996年6月，333－365ページ。
黄　圭男「日韓自動車産業における流通チャネル政策の比較研究」『商学論集』第32
　　　巻第2号，1998年，170－193ページ。
　　　　　　　　　　　　　　【日本語文献】
青木昌彦『日本企業の組織と情報』東洋経済新報社，1989年。
浅沼萬里「グローバル化の途次にある企業間ネットワークの中での生産と流通のコ
　　　ーディネーション」青木昌彦／ロナルド・ドーア編『システムとしての日本企業』
　　　NTT出版，1995年。
　　　　『日本の企業組織一革新的適応メカニズム』東洋経済新報社，1997年。
石黒憲彦『電子商取引』日刊工業新聞社，1996年。
石橋貞男「自動車流通システムの日米比較」『商経論叢』第32巻第2号，1991年，
　　　109－157ぺ・一一一一シ。
石原武政・石井淳蔵編『製販統合』日本経済新聞社，1996年。
井上　薫『現代企業の基礎理論』千倉書房，1994年。
今井賢一『ネットワーク社会』岩波書店，1984年。
　　　　・金子郁容『ネットワーク組織論』岩波書店，1988年。
岩崎深雪「中間組織における製品開発・生産の新しいマネジメントーコラボレー
　　　ション型生産システムの構築」『現代経営研究』1996年4月，1。26ページ。
呉　銀澤「韓国の生産システム特性把握に関する理論的一吟味」『六甲台論集』第44
　　　巻第2号，1997年，1－21ページ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　229
参考文献
岡室博之「情報ネットワークと下請取引関係一日独自動車産業の比較」『一橋論叢』
　　　12月号，1993年，40－60ページ。
　　　　「自動車産業における企業間情報ネットワークの展開一国際比較と競争政策
　　　上の評価」『商工金融』1994年1月，8－24ページ。
　　　　「自動車産業における経営情報ネットワークと部品取引関係一企業アンケー
　　　ト調査の結果を中心に一」『情報科学研究』第5号，1995年，69－87ページ
岡本博公『現代企業の生・販統合一自動車・鉄鋼・半導体企業一』新評論，1995年。
　　　　「生産・販売統合システムの発展」『日本経営学会誌』〈創刊号〉，1997年，
　　　48－56ページ。
小川英次編『トヨタ生産方式の研究』日本経済新聞社，1994年。
加藤詞「排他的専属制における交渉力の動態一アメリカの自動車産業の制定過程を
　　　めぐって（その1）」『星陵台論集』第13巻第1号，1980年9月，107－126ペ
　　　ージ。
風間信隆『ドイツ的生産モデルとフレキシビリティードイツ自動車産業の生産合理
　　　化』中央経済社，1997年。
金子逸郎・百瀬恵夫・岡本喜祐編『韓国経済一企業の発展と現状』勤草書房，1999
　　　年。
河邑　肇「NC工作機械の発達における日本的特質一アメリカとの対比において」
　　　『経営研究』第46巻第3号，1995年，75－103ページ。
金　鋳基「韓国自動車産業の労使関係」『経済学研究』第37号，1998年，49－56
　　　ページ。
金完杓「韓国自動車産業における日本型サプライヤーの導入と適応」『社会科学研
　　　究』第48号第2号，1996年，87－123ぺ・一一一ジ。
　　　　・SungJo　Park「韓国自動車産業における日本型サプライヤーの導入と適
　　　応」『社会科学研究』第48巻第2号，1996年，87－123ページ。
楠真『イントラネット入門』日本経済新聞社，1996年。
現代企業研究会編『日本の企業間関係』中央経済社，1994年。
高　基永・橋本寿朗「韓国自動車工業におけるサプライヤー・システムの形成と展
　　　開一日韓比較の観点から」『社会科学研究』第49号第4号，1998年，1－71ペ
　　　ージ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　230
参考文献
公正取引委員会編『自動車部品の取引に関する実態調査』1993年。
小坂隆秀「自動車企業における情報ネットワーク化戦略」『情報科学研究』第4号，1995
　　　年，17－34ページ。
国領二郎「プラットフォームビジネスの構造」『ダイヤモンド・ハーバ・一一一ド・ビジネ
　　　ス』Oct．－Nov．，1997年，34－41ページ。
　　　　『オープン・ネットワーク経営』日本経済新聞社，1995年。
権　赫基「自動車ディーラーシステムの日米韓比較」『産業学会研究年報』第13号，
　　　1997年，83－93ページ。
坂本和一『新しい企業組織モデルを求めて』晃洋書房，1994年。
桜井　清『戦前の日米自動車摩擦』白桃書房，1987年。
佐々木利廣『現代組織の構図と戦略』中央経済社，1990年。
佐藤義信『トヨタグループの戦略と実証分析』白桃書房，1988年。
猿田正機『トヨタシステムと労務管理』税務経理協会，1995年。
清家彰敏『日本型組織間関係のマネジメント』白桃書房，1995年。
塩地　洋「自動車ディーラー一・Eの日米韓・国際比較」『商経論叢』第32巻第2号，1991
　　　年，159－196ページ。
島田達巳『日本企業の情報システム』日科技連，1996年。
島田克美『企業間システム』日本経済評論社，1997年。
下川浩一「日米自動車産業の流通販売システムの国際比較と今後の自動車流通の革
　　　新」『経営志林』第24巻第2号，1987年，1－13ページ。
下谷政弘『日本の系列と企業グル・一一・・プ』有斐閣，1993年。
　　　　・坂本和一『現代日本の企業グループ』東洋経済新報社，1987年。
朱　昌烈「韓国自動車工業における労働条件の推移一民主化宣言期を中心に一」
　　　『経営研究』第46巻第3号，1995年，55－73ページ
　　　　「韓国自動車産業の技術発展と展開一技術パラダイムとの関連で」『経営研
　　　究』47巻4号，1997年1月，145－163ページ。
徐正解「韓国企業のイノベーション・システムー同期化，平行化，蛙飛び戦略に
　　　よる技術学習」『ビジネス・レビュー』Vol．46　No．3，1999年2月，18－34ペ
　　　ージ。
竹田陽子『3次元CADが製品開発における協働プロセスに与える影響』慶応義塾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　231
参考文献
　　　大学大学院博士学位請求論文，1999年。
　　　　・国領二郎「情報技術が企業間取引に与える影響に関する試論」『慶応経営
　　　論集』第13巻第2号，1996年2月，169－183ページ。
崔　相鐵「流通系列化の動揺と製販同盟の進展一信頼概念の問題性としてパワー・
　　　バランスの追求傾向へのチャネル論的考察」『香川大学経済論叢』第70巻第2
　　　号，1997年9月，243－281ページ。
通商産業大臣官房調査統計部編『工業統計表．工業地区編』各年度。
寺本義也『ネットワーク・パワー』NTT出版，1990年。
遠山　暁「組織間情報ネットワーク・システムの形成」『商学論纂』第32巻第1・2
　　　号，1990年7月，345－367ページ。
　　　　「組織戦略と組織適合」『商学論集』第33巻第2・3号，1992年3月，377－404
　　　ページ。
　　　　「情報技術を中心とする情報システム研究・実践の限界」『商学論纂』第37
　　　巻第5・6号，1996年5月，168－179ページ。
　　　　「組織間情報ネットワークによる情報化戦略」『商学論纂』第39巻3・4号，
　　　1998年3月，259－299ページ。
東洋経済新報社編『企業系列総覧』（93年度版），1993年。
中村瑞穂「企業集団の構造」『明大商学論叢』第76巻第2号，1994年2月，85－90
　　　ペー一・一ジ。
　　　　・丸山恵也・権泰吉編『現代の企業経営一理論と実態』ミネルヴァ書房，
　　　1994年。
野中郁次郎『知識創造の経営一日本企業のエピステモロジー』目本経済新聞社，1990
　　　年。
延岡健太郎「顧客範囲の経済：自動車サプライヤーの顧客ネットワーク戦略と企業成
　　　果」『国民経済雑誌』第173巻第6号，1996年6月，83－97ページ。
松石勝彦編『情報ネットワーク社会論』青木書店，1994年。
丸山恵也編『アジア自動車産業』亜紀書房，1994年。
水野順子『韓国の自動車産業』アジア経済研究所，1996年。
宮澤健一『業際化と情報化一産業社会へのインパクト』有斐閣，1988年（a）。
　　　　『制度と情報の経済学』有斐閣，1988年（b）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　232
参考文献
宮川公男『経営情報システム』中央経済社，1994年。
明　泰淑「韓国労働市場に関する一考察」『経営学論集』第36巻第1号，1996年6
　　　月，35－58ページ。
文　載皓「トヨタ生産方式の韓国への移転に関する一考察」『商学研究論集』第5号，
　　　1996年9月，239－256ページ。
　　　　「情報化の進展による企業間関係の変化に関する予備的考察」『商学研究論
　　　集』第7号，1997年9月，191－210ページ。
　　　　「情報化の進展による企業間関係の変化一日本の自動車産業を中心に一」
　　　『商学研究論集』第9号，1998年9月，41－59ページ。
　　　　「日本の自動車産業における企業間関係の変化一情報化がもたらした影響を
　　　中心に」『組織科学』第32巻第2号，1998年，104－105ページ。
　　　　「日本の自動車産業における生産・販売ネットワークー特に情報化の進展を
　　　中心に一」『商学研究論集』第10号，1999年3月，37－54ページ。
門田安弘『トヨタ生産方式の新展開』日本能率協会，1989年。
　　　　『新トヨタシステム』講談社，1991年。
花岡　菖・太田雅晴編『製販統合型情報システム』日科技連，1996年。
林　正樹・坂本　清編『経営革新へのアプローチ』八千代出版，1996年。
福田豊『情報のトポロジー』お茶の水書房，1996年。
藤本隆宏「日韓自動車産業の形成と産業育成政策（1）一（3）」『経済学論集』第60巻第1，
　　　2号，4号，1994年，1995年，51－78，65－75，50－82ページ。
　　　　・武石　彰『自動車産業21世紀へのシナリオ』生産性出版，1994年。
　　　　・清日向一郎・武石彰「日本の自動車産業のサプライヤーシステムの全体
　　　像とその多面性」『機械経済研究』No．24，1994年5月，11－36ページ。
　　　　・西口敏宏・伊藤秀史編『サプライヤー・システム』有斐閣，1998年。
矢作敏行・小川孔輔・吉田健二『生・販統合マーケティング・システム』白桃書房，
　　　1993年。
山倉健嗣『組織間関係』有斐閣，1993年。
由田英夫『デファクト・スタンダード』日本経済新聞社，1997年。
233
